
イオングループでは、持続可能な社会の実現に向けて、果たす
べきCSR（企業の社会的責任）に関する考え方や活動をステーク
ホルダーの皆さまにご理解いただくために、1996年度より毎年

「イオン環境報告書」（2003年度から「イオン環境・社会報告書」）
を発行しています。
報告項目の選定にあたっては、社会的な関心の高さやイオンが注
力している取り組みなどを踏まえ、純粋持株会社であるイオン（株）
と、「GMS（総合スーパー）事業」「SM（スーパーマーケット）事業」を
中心に、「環境」「社会」の両側面からグループ各社の取り組みを取
り上げ、報告しています。
2016年度版では、2編の特集を設けました。
特集１は、2016年6月に2名の有識者をお招きして実施した「ステ
ークホルダー・ダイアログ」の内容を掲載しています。ダイアログ
では、経営と一体化したCSR活動の実践を目指すイオンの「ビッグ
チャレンジ2020」の取り組みを紹介しながら、取り組みへの評価、
ご意見とともに、イオンの中長期的な成長のために何をすべきか、
どう推進していくべきかなどの示唆を頂戴しました。また、特集２
では「イオンのチャレンジ」「地域とともに」と題して、イオンの課題
認識とその認識を踏まえた取り組み事例を紹介しています。
2015年度の取り組みについては、重点課題ごとにマネジメント
アプローチを述べるとともに、KPIの進捗状況や、お客さまととも
に取り組む環境保全活動や社会貢献活動、商品・店舗を通じた取
り組みなどについて報告しています。また、継続的に実施してい
る東日本大震災の被災地支援活動についても報告しています。

●報告期間
2015年度（2015年3月1日～2016年2月29日）※
※決算時期が異なる一部の事業会社や一部の取り組みについては、報告項目ごと

に対象期間を明記しています。

●報告対象組織
純粋持株会社「イオン（株）」および連結子会社295社、持分法関連
適用会社33社（2016年2月末現在）
対象範囲が上記と異なる場合は、報告項目ごとに明示しています。
また、イオングループ主要各社が税引き前利益の１％を拠出し、さ
まざまな活動に取り組む「（公財）イオンワンパーセントクラブ」、お
よび地球環境を保全のための諸活動に取り組む「（公財）イオン環
境財団」の取り組みも報告しています。

●対象読者
お客さま、株主さま、学生、イオングループ店舗の近隣住民の方々、
お取引先さま、NPO、NGO、行政、投資家の皆さま、イオンピー
プル（グループ従業員）

●参照したガイドライン
・GRI（Global Reporting Initiative）「サステナビリティ・レポーテ

ィング・ガイドライン第4版（G4）」
・環境省「環境報告ガイドライン2012年版」
・環境省「環境会計ガイドライン2005年版」
・ISO26000 社会的責任に関する手引

免責事項
本報告書には、イオングループの将来についての計画や戦略、業
績に関する予想および見通しの記述が含まれています。これらの
記述は、当社グループが現時点で把握可能な情報から判断した事
項および所信に基づく見込みです。
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イオンの基本理念

お客さまを原点に平和を追求し、
人間を尊重し、地域社会に貢献する

イオンは基本理念のもと、
絶えず革新し続ける企業集団として、
「お客さま第一」を実践してまいります。

イオン（ÆON）とは、ラテン語で「永遠」をあらわします。

私たちの理念の中心は「お客さま」：
イオンは、お客さまへの貢献を永遠の使命とし、
最もお客さま志向に徹する企業集団です。

「平和」 
イオンは、事業の繁栄を通じて、平和を追求し続ける
企業集団です。

「人間」 
イオンは、人間を尊重し、人間的なつながりを重視する
企業集団です。

「地域」
イオンは、地域のくらしに根ざし、地域社会に貢献し
続ける企業集団です。
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適用会社33社（2016年2月末現在）
対象範囲が上記と異なる場合は、報告項目ごとに明示しています。
また、イオングループ主要各社が税引き前利益の１％を拠出し、さ
まざまな活動に取り組む「（公財）イオンワンパーセントクラブ」、お
よび地球環境を保全のための諸活動に取り組む「（公財）イオン環
境財団」の取り組みも報告しています。

●対象読者
お客さま、株主さま、学生、イオングループ店舗の近隣住民の方々、
お取引先さま、NPO、NGO、行政、投資家の皆さま、イオンピー
プル（グループ従業員）

●参照したガイドライン
・GRI（Global Reporting Initiative）「サステナビリティ・レポーテ

ィング・ガイドライン第4版（G4）」
・環境省「環境報告ガイドライン2012年版」
・環境省「環境会計ガイドライン2005年版」
・ISO26000 社会的責任に関する手引

免責事項
本報告書には、イオングループの将来についての計画や戦略、業
績に関する予想および見通しの記述が含まれています。これらの
記述は、当社グループが現時点で把握可能な情報から判断した事
項および所信に基づく見込みです。

編集方針

トップメッセージ  2
イオングループの概要 3
イオングループのCSR 7

特集1 ステークホルダー・ダイアログ 11

特集2 イオンのチャレンジ　 17
 持続可能な調達／イオン 森の循環プログラム／
 「廃棄物ゼロ」の取り組み

 地域とともに　 21
 地域と暮らしの新しい関係「地域エコシステム」

CSR基盤の強化 23
コーポレート・ガバナンス
リスクマネジメント
コンプライアンス（企業倫理）
環境マネジメント

2015年度の取り組み報告 36
CSR推進体制

重点課題①
低炭素社会の実現 37
店舗でのCO2削減／商品・物流でのCO2削減／店舗での創エネルギー
重点課題②
生物多様性の保全 45
持続可能な資源利用／持続可能な森林保全／店舗での取り組み／
商品での取り組み
重点課題③
資源の有効利用 55
店舗・商品における廃棄物ゼロに向けて／お客さまとともに／管理体制の強化
重点課題④
社会的課題への対応 63
コミュニティ参画／公正な事業慣行／消費者課題／人権・労働慣行

「平成28年熊本地震」への対応報告 95
継続報告 東北創生の輪を広げる活動 97

社外からの表彰一覧（2015年度） 100
主な環境保全活動・社会貢献活動 100
GRI ガイドライン対照表 101

CONTENTS

イオンの基本理念

お客さまを原点に平和を追求し、
人間を尊重し、地域社会に貢献する

イオンは基本理念のもと、
絶えず革新し続ける企業集団として、
「お客さま第一」を実践してまいります。

イオン（ÆON）とは、ラテン語で「永遠」をあらわします。

私たちの理念の中心は「お客さま」：
イオンは、お客さまへの貢献を永遠の使命とし、
最もお客さま志向に徹する企業集団です。

「平和」 
イオンは、事業の繁栄を通じて、平和を追求し続ける
企業集団です。

「人間」 
イオンは、人間を尊重し、人間的なつながりを重視する
企業集団です。

「地域」
イオンは、地域のくらしに根ざし、地域社会に貢献し
続ける企業集団です。

平和

人間 地域

お客さま

トップメッセージ

イオン株式会社
取締役 兼 代表執行役社長
グループCEO

「持続的な社会の発展」と「グループの成長」の両立を目指し
「サステナブル経営」を推進しています。

イオンは創業以来、平和・人間・地域という基本理念に基
づき、小売業の使命を果たすために行動してまいりました。
それは、お客さまの日々のいのちとくらしを支え、より豊かな
生活の実現に貢献し続けること、そして、事業を通じて地域
の人々との絆を深め、社会の発展に貢献し続けることです。
イオンはこの姿勢を貫き、小売業の企業化・近代化・産業化と
いう志を同じくする企業と連携しながら時代の変化に対応
し続け、今日、グループ従業員52万人、営業収益8兆円を超
えるまでに成長しました。事業規模が拡大し、社会や環境に
対する役割が大きくなるなか、これからもこの基本理念のも
と、「社会の発展」と「グループの成長」を両立していくために、
「サステナブル経営」をさらに進めてまいります。
イオンは「中期経営計画（2014年度～2016年度）」におい
て、4つのシフトを実行しています。シニア世代のニーズに対
応するためグループ各事業が新たな事業分野の開発を推進
する「シニアシフト」、Eコマース市場での成長機会を獲得す
べくオムニチャネルの取り組みを一層加速させる「デジタル

シフト」、都市部の人々のライフスタイルに対応した店舗・事
業を展開する「都市シフト」、中国・ASEAN市場でグループ一
体となったマルチフォーマットによる事業展開を行う「アジア
シフト」の４シフトを通じ、国内はもちろんのこと、グローバル
ベースでお客さまの多様なニーズにお応えしてまいります。
これによりステークホルダーの皆さまの期待や社会の要請
に応え、着実にグループの成長を果たしてまいります。
また、グローバルなCSR基盤についても継続的に強化し
ています。イオンは、日本の小売業として初めて「国連グロー
バル・コンパクト10原則」に賛同を表明し、一貫して支持し、
この原則に従った取り組みを継続してまいりました。イオン
のプライベートブランドである「トップバリュ」について、国内
外のすべての製造委託先さまに対して「イオンサプライヤー
CoC（取引行動規範）」の遵守を要請し、ともに成長を続ける
仕組みを確立してきたのは、その一つの成果です。
2016年4月にイオンは、「地域エコシステム」の構築に取

り組むことを発表しました。これは、地域の中のさまざまなス
テークホルダーが一体となって、その地域で生活することの
付加価値を広く共創していく仕組みです。デジタル時代の先
進技術を縦横に活用し、新しい価値観に応える新しい地域
発展をめざすもので、第1弾展開エリアとして千葉市からス
タートしました。イオンは「地域エコシステム」の構築により、
ステークホルダーの皆さまとともに新たな「地域産業」を創造
し、今後この取り組みを全国各地に広げていく計画です。
イオンは、これからもステークホルダーの皆さまとの対話

と協働を通じてサステナブル経営を進化させ、中・長期にわ
たって成長を分かち合う「真のアジアNo.１リテイラー」を目
指してまいります。
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